
対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室

　各学校のキャリア教育全体計画が整
備され、充実したキャリア教育の取組
が実施される。

【事業実績】
①キャリア教育連絡協議会の開
催：参加者439名
②キャリア教育推進地域の研究
成果の普及（研究発表会の開
催）：参加者1037名
③教員用啓発リーフレット配付
（5,871部）

【事業実績】
①キャリア教育連絡協議会の開
催：参加者749名
②キャリア教育推進地域の研究
成果の普及
・研究発表会の開催）：参加者
1473名
・キャリア教育通信（推進地域
作成）の県内各市町村への配
信：19号

【事業実績】 【現在の進捗状況】
○各校の全体計画は作成されている
が、年間指導計画の作成率を向上さ
せ、キャリア教育の推進体制を一層構
築していかなければならない。
＜H26年度末ｷｬﾘｱ教育実態調査結果＞
◆全体計画作成率
　　小学校：100％　中学校：100％
◆年間指導計画作成率（ ）は前年度
比
　　小学校：94.4%（＋14.8%）
　　中学校：93.5%（＋11.1％）
（※H27は2月に調査実施予定）

平成２４年度から３年間実施したキャ
リア教育研究事業における研究指定校
の成果を軸としながら、全ての高等学
校がキャリア教育の視点で教育活動全
体を見直し、各校の生徒や地域の実態
に応じた、取組を実践することができ
る。

【事業実績】
・研究指定校４校が下記のテー
マで実践研究を実施
《中芸高等学校》
発達障害等のある生徒に対する
授業方法や評価方法等の工夫
《山田高等学校》
教科におけるキャリア教育の効
果的な取組の工夫
《伊野商業高等学校》
学校の組織的なキャリア教育の
取組の工夫
《高岡高等学校》
発達障害等のある生徒に対する
進路選択に結びつく支援の在り
方の工夫
・キャリア教育研究事業連絡協
議会(6/3)の実施
・教育課程研究協議会(キャリ
ア教育)(12/25)において、取組
成果を発表

【事業実績】
　研究指定事業は平成26年度で
終了し、平成27年度は学校訪問
等を通じてその成果の普及を
図った。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・研究成果の整理
・全ての高等学校において、キャリア
教育の視点で教育活動全体を見直し、
学校経営構想図及び年間指導計画を策
定　平成２４年度から継続した４

校を研究指定し、生徒の将来の
進路に結びつけるためにキャリ
ア教育の実践研究を行い、その
成果を県内の県立高校に普及す
る。

教育委員会
高等学校課

■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援

■いじめ
の防止

■児童生
徒の心を
耕す教育
の総合的
な推進

高知県いじめ防止基本方針に基づく取組の進捗状況（第３回連絡協議会用）

県方針の内容

子ども
教職員

(保護者)

小中学校
キャリア教
育推進事業

教育委員会
小中学校課

　児童生徒に夢や志をもって社
会を生き抜く力を育成するため
に、地域の特色に応じた市町村
ぐるみのキャリア教育を推進す
る地域を指定し、研究推進体制
の整備やキャリア教育の視点で
とらえた授業実践を行い、その
成果を普及する。

子ども
教職員

高等学校学
校パワー
アップ事業
(キャリア教
育研究事業)

・指針「高知のキャリア教育」に基づく発達段階に応じたキャリア教育の推進 

・「夢」や「志」を喚起し、意欲を高める教育の推進 

平成２４年度から平成２６年度ま

で４校を指定 

キャリア教育の実践研究、成果発

表 

これまで指定された各校の成果

の普及 

資料 ５ 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　学校・家庭・地域間の連携を強化
し、市町村ぐるみの道徳教育を推進す
ることにより、児童生徒の道徳性の向
上を図る。
（全国学力・学習状況調査　児童生徒
質問紙の3項目において、平成２５年
度と比べ、肯定的な回答の割合を上げ
る。）

【事業実績】
①道徳の授業公開（全焼・中学
校で実施）
②道徳教育研究協議会の実施
（小・中学校担当者対象：のべ
472名参加）
③家庭用道徳教育ハンドブック
「私たちの道徳」についての説
明会の実施（ＰＴＡ研修会：県
内５会場）
④「高知の道徳」を活用した実
践研究（８校指定）
⑤道徳教育指定地域の研究と成
果普及（４地域指定）

【事業実績】
①道徳教育研究協議会の実施
（小・中学校担当者対象：のべ
330名参加）
②道徳推進リーダー13名育成
（集合研修６回、研究授業一人
２回）
③道徳教育指定地域の研究と成
果普及（４地域指定）
④道徳教育用指導資料集の作成
（6800部）、全小・中学校の教
員へ配布

【事業実績】 【現在の進捗状況】
○道徳授業における教員の指導力の向
上と各学校における指導体制の充実を
図って、児童生徒の道徳性を一層向上
させていく必要がある。
<Ｈ27年度全国学力･学習状況調査>
◆「自分にはよいところがある」
　　小学生:77.3%(＋1.3)
　　中学生:69.4%(＋3.1)
◆「将来の夢や目標をもっている」
　　小学生:86.1%(-0.3)
　　中学生:73.1%(-0.5)
◆「学校のきまりを守っている」
　　小学生:91.2%(＋1.6)
　　中学生:93.8%(＋3.0)
　　　　　　（　）はＨ26年度比

○　中途退学率を減少させる。平成２
５年度をベースとした中退者数を半減
させる。
○　卒後１年目の県内就職者の離職率
を減少させ、離職率を全国平均以下に
する。

【事業実績】
・高知県版、社会人基礎力育成
プログラム完成
・指定6校による先行実施

【事業実績】
・指定校６校でプログラムを検
証
・生徒と教員が双方校でやり取
りを行う学習記録ノートを活用
（中退防止指定校を含む14校）

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・指定６校に対して県教委が年３回定
期的に指定校６校を訪問して、進捗状
況を把握し支援している。
・研修会等で、プログラムの成果を他
校に広める必要がある。

子ども
教職員

生徒の意欲
を高める応
援プラン事
業(社会人基
礎力育成プ
ログラム開
発)

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

子ども
教職員

(保護者)

道徳教育充
実プラン

　児童生徒の道徳性の向上を図
るために、指定地域において学
校、家庭、地域が連携した道徳
教育に取り組み、その成果を普
及することにより、県民ぐるみ
の道徳教育を推進する。

教育委員会
小中学校課

　生徒の社会性の向上のため
に、就職や離職の状況に課題の
ある学校を指定し、コミュニ
ケーション能力や協調性、規範
意識等の社会人基礎力の育成の
ためのプログラムを中学校教員
と協働して開発し実践する。

教育委員会
高等学校課

(■いじめ
の防止)

(■児童生
徒の心を
耕す教育
の総合的
な推進)

学校・家庭・地域との連携を強化した道徳教育の推進 

高知県版、社会人基礎力育成プログラムの推進 

・プログラム開発 

・指定６校、 

プログラム先行実施 

・指定６校でプログラム

の検証と改善 

・すべての高等学校

に拡充 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　学校図書館の環境を整備することに
より、児童生徒の読書の質と量が充実
し、豊かな心が育成される。

【事業実績】
①推薦図書リストを活用した
「高知県わくドキ！ショートコ
メントコンテスト」の実施:取
組数 7,152点
　(H25年度より887点増）

②指定校21校における学校図書
館を活用した授業の公開状況：
21回

③学校図書館支援員配置状況
・29市町村(10市町村増)
・178校（93校増）
・118名（46名増）

【事業実績】
①推薦図書リストを活用した
「高知県わくドキ！ショートコ
メントコンテスト」の実施:取
組数 7,629点(H26年度より477
点増）

②指定校21校における学校図書
館を活用した授業の公開状況：
21回

③学校図書館支援員配置状況
・28市町村(1市町村減)
・170校（8校減）
・104名（14名減）

【事業実績】 【現在の進捗状況】

○学校図書館を活用した授業の計画的
実施率は、小学校50.2％に対して中学
校では11.9％と依然低い状態が続いて
いる。来年度はこの課題に対する取組
が進められるよう各校に働きかけてい
くことが必要である。

・研究指定、研修の実施
・県立高校11校への図書館管理
システムの導入

・研修の実施（研究指定成果の普
及、取組事例の共有）
・環境整備の推進

・研修の実施（効果的
な取組事例の研究と共
有）
・環境整備の推進

　生徒の週１回以上の図書館利用率を
向上させる。（目標50%）

【事業実績】
・研究指定事業３校指定
・研修会２回実施
・全県立高校への図書館管理シ
ステムの導入完了

【事業実績】
・生徒の週１回以上の学校図書
館利用率（学力定着把握検査）
H22～H26　17%台前半で推移
→　H27　19.0%
・学校図書館活用率向上を目的
とした取組の支援及び実施呼び
かけ
・研修会２回実施
　①図書館管理システム活用及
び学校図書館オリエンテーショ
ンに関する研修（３２名）
　②実践発表及び学校図書館と
アクティブラーニングに関する
研修（３３名）

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・図書館利用者が、少数の特定生徒に
固定化している学校が多い。また、生
徒の学校図書館利用のきっかけとして
有効な、学校図書館を活用した授業づ
くりについても、特定の教科や教員に
限定される傾向にある。
引き続き、研修会等を通じ、県内外の
実践を共有するとともに、各校の実情
に応じた導入・活用を推進することが
必要である。

子ども
教職員

高等学校学
校図書館教
育推進事業

　生徒の主体的、意欲的な学習
活動の充実を図り、豊かな感性
をはぐくむ教育を推進するため
の、学校図書館の効果的活用に
ついての研究や研修会を実施
し、モデル的取組を推進すると
ともに、学校図書館担当教職員
の指導力の向上を図る。また、
学校図書館情報のデータベース
化を推進し、管理や貸出業務が
円滑に行えるようにする。

教育委員会
高等学校課

教育委員会
小中学校課

子ども
教職員

学校図書館
活動の推進
(ことばの力
育成プロ
ジェクト事
業)

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

(■いじめ
の防止)

(■児童生
徒の心を
耕す教育
の総合的
な推進)

　学校図書館の環境を充実させ
るとともに、各教科等における
学校図書館や図書資料の活用を
図ることを通して、児童生徒の
読書習慣を確立し、豊かな感性
や思考力・判断力・表現力を育
成する。

① 推薦図書リストの配布及び活用の促進 

② 学校図書館を活用した授業の推進 

（ことばの力育成プロジェクト推進事業） 

③ 読書環境整備の充実                継続予定  

指導主事の学校訪問 

による推進 

（学校図書館環境整備費補助金） 

学校図書館の機能の充実と生徒が活用しやすい環境整備の推進ｕ 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・県立高校の中途退学率を全国平均以
下にする。
・重点指定校の中途退学者数を平成２
４年度から半減させる。

【事業実績】
・生徒情報の共有と支援方法の
徹底。
・仲間づくりのための合宿や体
験活動の実施（21校）。
・重点支援校ではカウンセラー
を週１日から週２日にすること
で家庭訪問への帯同や生徒の個
別面談の大幅な増加。
・学習支援員等の活用による補
力補習（20校42名の支援員）。

【事業実績】
・生徒情報の共有と支援方法の
徹底。
・仲間づくりのための合宿や体
験活動の実施（25校）。
・学習支援員等の活用による補
力補習（28校87名の支援員）。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・重点校10校を指定し、課題解決のた
め中退防止半減プランを作成し組織的
に取り組むことにより、平成26年度の
中途退学者数は平成25年度に比べ20%
弱減少した。
・SCの配置拡大に伴う人材の確保が課
題となっている。
・SCをより効果的に活用できるよう、
学校のコーディネート力やSCと教職員
との協働体制を強化する必要がある。

　県民に対して様々な自然体験活動等
の情報提供を行うことにより、県民が
身近な場所や興味関心のある活動への
参加ができる。
　自然体験活動の指導者が養成される
ことにより、安全に配慮された様々な
体験活動に県民が参加することができ
る。
※Ｈ２６　こうちこどもプラン

【事業実績】
○指導者養成研修等
　(自然体験インストラクター)
　の実施(H27/1/10～12)
  参加者21名
○情報提供
・イベント情報、団体紹介情報
　の更新
・環境学習プログラム活用事例
　の追加

【事業実績】
○指導者養成研修等
　(自然体験インストラクター)
　の実施(H28/11/21～23)
  参加者11名
○情報提供
・イベント情報の更新

【事業実績】 【現在の進捗状況】
○指導者養成研修等実施
　参加者確保に向けた取組の工夫が必
要である。
○情報提供
　更なるイベント情報の充実が必要で
ある。

　多様な体験活動や学習活動を通じ、
青少年の自主性、社会性、協調性が育
まれる。
　中１学級にまとまりができ、学習に
集中できる円滑な学級経営を行うこと
ができる。
※Ｈ２７　高知県教育振興基本計画
重点プラン

【事業実績】
・中1学級づくり合宿事業
　　30校参加
・不登校対策事業
　　計11回実施
・各種主催事業　29事業実施

【事業実績】
・中1学級づくり合宿事業 25校参加
・不登校対策事業
　　計10回実施
・各種主催事業　29事業実施

【事業実績】 【現在の進捗状況】
 県立青少年教育施設を活用し、学校
では行うことのできない様々な体験活
動を実施することにより、引き続き学
校の取り組みを支援していく必要があ
る

教育委員会
高等学校課

子ども
教職員

青少年教育
施設振興事
業

　青少年に自然に親しんでもら
うとともに、異年齢集団による
多様な体験活動の場を提供し、
自主性・社会性・協調性を養
う。
　体験活動等を通して不登校・
いじめ等の予防的対応を図ると
ともに、子どもが家庭や地域社
会と上手に関わりながら成長す
る力を身につける。
　・中１学級づくり合宿事業の
実施
　・不登校対策事業の実施
　・各施設における主催事業の
実施

教育委員会
生涯学習課

子ども
教職員

環境学習推
進事業

　ＮＰＯ等の団体や学校、青少
年団体が連携した自然体験活動
や環境学習を推進する。
・指導者養成研修等の実施
・ホームページによる体験学習
の情報提供

教育委員会
生涯学習課

子ども
教職員

生徒の意欲
を高める応
援プラン事
業(中途退学
減少プロ
ジェクト)

　高等学校における早期の中途
退学の防止に向けて、中途退学
の多い学校を指定し、人権教育
課と連携した心の教育アドバイ
ザーの派遣支援などを通じて、
個に応じたきめ細かな指導を組
織的に行う。また、入学者を対
象とした仲間づくり合宿を実施
し、学校生活への円滑な適応を
支援する。また、生徒指導上の
課題の引き継ぎやつながりのあ
る進路指導の在り方を中高の校
長が集まり協議する場を設ける
など中学校と高校の連携を強化
する。

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

(■いじめ
の防止)

(■児童生
徒の心を
耕す教育
の総合的
な推進)

施設機能を生かした校外学習支援の実施 

各種事業の計画的な実施及び積極的なＰＲ、 

ニーズ等に応じた事業の新規開発・見直し 

指導者養成研修等の実施、ホームページによる体験学習の情報提供 

中途退学防止プランの実行と組織的な生徒支援及び 

中高連携の更なる推進 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　人権意識を高めるとともに、状況に
よっては犯罪（加害者・被害者）に結
びつくことを認識させる。
　ネットマナーの普及徹底

【事業実績】
  小学校36回
　中学校 7回

【事業実績】
　平成27年９月にＴ・Ｔ方式に
よる「いじめ防止教室資料集」
を作製し、県内全小学校・教育
関係機関に配布した上で、これ
までのサポートセンターによる
出前授業から、各警察署と各学
校との協働による教室に拡充。
　平成27年９月から12月の間の
Ｔ・Ｔ方式によるいじめ防止教
室開催状況
　10市町村　15校
　　54クラス

【事業実績】 【現在の進捗状況】
　学校によりいじめ防止教室への取組
に温度差が見られることから、学校の
実情やニーズに合わせた働き掛けを強
化していく。

　人権作文に取り組む学校数の増加と
それに伴う取組総数の増加

【事業実績】
・応募学校数　131校
　取組総数　8,793編
・いじめ防止子どもサミットに
おいて、いじめを題材とした入
賞作品を朗読することができ
た。

【事業実績】
・応募学校数　129校
　取組総数　9,385編
・テーマ別では、いじめをテー
マにした作品が最も多い。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・取組総数は、昨年度と比べて592編
の増加となった。指導事務担当者会等
での情報発信とともに、人権作文に取
り組む学校が少ない地教委に対しては
個別に働きかけていく。

・２小学校、１中学校を指定 ・２小学校を指定

　平成３０年度までに、人権教育総合
推進地域事業も含めて、県内１０校を
指定し、研究の推進を図る。
※Ｈ３０　高知県人権施策基本方針―
第１次改定版―

【事業実績】
・指定校３校において、「教
科・領域における人権学習」
「自尊感情の育成」といった内
容での研究が進んだ。
・集合研修会　6/13
・黒潮町立佐賀中学校指定研究
発表会　10/24
・合同報告会　2/18

【事業実績】
・指定校２校において、「教科
等における人権学習」「自尊感
情の育成」といった内容での研
究が進んだ。
・南国市立大湊小学校指定研究
発表会　1/22

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・来年度は、指定校１校（高知市立一
宮小学校）となる予定。取組の最終年
度となるので、地教委との連携をより
密にしながら研究の進捗状況を把握
し、指定校の取組への指導助言を行
う。

　良好な親子関係や子どもへのかかわ
り方について保護者の理解が深まり、
積極的に子どもにかかわる姿が多くな
る。

【事業実績】
・保護者研修　52回（53園）

【事業実績】
・保護者研修 39回
　（33園･子育て支援セ
　ンター１･小学校３）

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・保護者研修の必要性について、施設
によって意識に温度差がある。
・研修への参加に消極的であったり、
仕事などで参加が難しかったりする保
護者がいる。

子ども
教職員

(保護者)

人権教育研
究推進事業

【人権教育研究指定校事業】
　人権意識を培うための学校教
育の在り方について、教育委員
会等との連携・協力の下で幅広
い観点から実践的な研究を実施
する。（２６年度は１中学校、
２小学校を指定）

教育委員会
人権教育課

教育委員会
人権教育課

法務局
人権擁護課

保護者
親育ち支援
啓発事業

良好な親子関係や子どもへのか
かわり方について保護者の理解
を深め、親の子育て力を高める
ために、保育所・幼稚園等にお
いて、講話等を行う。

教育委員会
幼保支援課

人権作文コ
ンテスト

　基本的人権の重要性，必要性
について考えたことなどを題材
として、小学校５・６年生，中
学校，高等学校の児童生徒、特
別支援学校の小学部５・６年
生，中学部，高等部の児童生徒
から作文を募集し表彰する。

子ども
非行防止教
室

　小学生を対象に、いじめを
テーマとした指導案と教材を各
学年毎に作成し、担任とティー
ム・ティーチングで授業を行
う。
　中学生を対象に、いじめを
テーマとした出前授業の実施
（例：いじめ防止対策推進法を
教材にディベート形式の授業
等）

警察本部
少年課

子ども

(■児童生
徒の心を
耕す教育
の総合的
な推進)

(■いじめ
の防止)

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

研究指定校における人権教育の指導方法の改善充実に向けた 

実践的な研究の推進 

高知地方法務局人権擁護課と連携したコンテストの開催 

学校の実情・ニーズに合わせた出前授業の実施 

保護者研修の実施 

研究指定校における人権教育の指導方法の改善充実に向けた 

実践的な研究の推進 

高知地方法務局人権擁護課と連携したコンテストの開催 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　保護者と保育者との相互理解が進む
ことで、共に子育てを考えるようにな
り、保護者が積極的に子どもにかかわ
る姿が多くなる。

【事業実績】
・新規実施園　７園
　新規園及び継続園の
　合計　78園

【事業実績】
・新規実施園　５園
　新規園及び継続園の
　合計　82園

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・本事業の実施は、保護者・園双方に
とってメリットはあるが、実施園が少
ない。

・推進校の「学校経営計画」の「徳」
の到達目標の達成状況がＢ以上
・全国学力・学習状況調査質問紙調査
結果において「自分には、よいところ
があると思う」70%以上、「学校のき
まり・規則を守っている」90%以上

【事業実績】
県内の中学校19校を指定し、学
校経営計画の中に生徒指導の視
点を位置付け、ＰＤＣＡサイク
ルに基づき開発的な生徒指導に
組織的に取り組んだ。

【事業実績】
・志育成型学校活性化事業の推
進校において、推進校の７月ア
ンケート調査結果で、「自分は
一人の大切な人間である」の肯
定的回答１１校平均80.1％
・未来にかがやく子ども育成型
学校連携事業の推進校におい
て、推進校の１１月アンケート
調査結果で、「自分にはよいと
ころがある」の肯定的回答　旭
中学校区74.2%  朝ヶ丘中校区
74.2% 「決まりを守る」旭中校
区86.4%  朝ヶ丘中校区90.5%

【事業実績】 ・志育成型学校活性化事業の推進校指
定２年目校の公開授業研修会を実施
し、県内全ての中学校から１名参加す
る悉皆研修とし、３会場で成果普及を
行った。
　佐川中学校（11/20）参加者44名
　伊野中学校（11/24）参加者46名
　三里中学校（11/20）参加者59名
・志育成型学校活性化事業の学校支援
会議、推進リーダー会議（2/12）に実
施し、進捗状況の確認及び実践発表を
行った。
・未来にかがやく子ども育成型学校連
携事業の２８年度の推進校を２中学校
決定し、準推進校訪問を１月より開始
した。２８年度は、４中学校区を指
定。

・いじめ防止子どもサミットの実施

　平成２７年度の全国学力・学習状況
調査の児童生徒質問紙調査において、
「いじめは、どんな理由があってもい
けないことだと思いますか」に対する
肯定的な回答の割合を100%に近づけ
る。

【事業実績】
・いじめ防止子どもサミット
12/6
・参加者数　1,444名（児童生
徒721名、大人723名）
・参加学校数　294校（小185
校、中96校、高13校）

【事業実績】
・「ネット問題」を子どもと大
人で考える県民フォーラム
10/25　約350名参加
・４市において、いじめやネッ
ト問題をテーマにした児童生徒
の交流活動を実施し、運営等の
支援を行った。（香美市、南国
市、四万十市、宿毛市）
・　高知市において、いじめ問
題をテーマにした中学生サミッ
トを実施した。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・いじめ防止子どもサミットをきっか
けに、いじめやネット問題をテーマに
した児童生徒の交流活動が市町村に広
がりつつある。次年度は、県内５ブ
ロックで児童会・生徒会交流集会を実
施する予定である。

　教育活動の中に生徒指導の視
点を位置付け、ＰＤＣＡサイク
ルに基づく開発的な生徒指導
（子どもに内在する力や可能性
を引き出す生徒指導）に組織的
に取り組めるよう、学校を指定
し重点的に支援する。
①志育成型学校活性化事業～高
知夢いっぱいプロジェクト～
　11中学校を指定し、統括アド
バイザーや生徒指導支援アドバ
イザーからの指導・助言を通し
て、自己肯定感や規範意識を育
むための組織的、計画的な生徒
指導体制を構築する。
②未来にかがやく子ども育成型
学校連携事業
連携推進校（２中学校区）に推
進リーダーを配置し、児童生徒
の自己指導能力を育成するた
め、９年間で育てる力を明確に
し、小中が共同し、組織で生徒
指導の３機能（自己存在感を与
える、共感的人間関係を育成す
る、自己決定の場を与える）を
全ての教育活動に位置付けた取
組を、組織的に展開する。

教育委員会
人権教育課

夢・志を育
む「開発的
生徒指導」
推進事業

子ども
教職員

子どもの育ちや保育に関する保
護者の理解を促進するために、
保育所や幼稚園等を利用する保
護者の保育者体験を促進する。

子ども
教職員
保護者

一般県民

(■いじめ
の防止)

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

いじめ防止
子どもサ
ミット

　高知県いじめ防止基本方針に
基づくいじめの防止対策を県民
挙げて推進するため、
・県内の小・中・高・特別支援
学校の児童生徒が集い、いじめ
の防止について考える機会にす
る。
・子どもに関わる大人も、子ど
もたちと一緒にいじめ問題につ
いて考え、子どもたちのいじめ
の防止等の取組を支える機運を
高める。

知事部局
教育委員会
警察本部

保護者

保護者の一
日保育者体
験推進事業

教育委員会
幼保支援課

■児童生
徒一人一
人がもっ
ている力
を引き出
す生徒指
導の推進

(■児童生
徒の心を
耕す教育
の総合的
な推進)

②「学校経営計画」に基づく 

生徒指導推進校支援事業 

中学校１１校指定 

①志育成型学校活性化事業 

中学校８校指定 

サミットの実施と、サミット宣言に基づいた児童生徒の 

主体的ないじめ防止の取組の推進 

中学校５校指定 中学校11校指定 

２中学校区の小中学校指定 

①志育成型学校活性化事業 ①志育成型学校活性化事

②未来にかがやく子ども育成型学校連携事業 

夢・志を育む「開発的生徒指導」推進事業→高知夢いっぱ

いプロジェクト推進事業 

※小中連携による開発的生徒指導の実施 

保護者の一日保育者体験の実施 

３中学校区の小中学校指定 
※H26年度事業終了４校が①の事業に

移行 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　全校種が系統的に「学級経営の視
点」を意識した教育活動を各教員が推
進することにより、学級経営の質の向
上を図り、児童生徒への効果的で適切
な支援ができる。

【事業実績】
各種研修会（学級づくり地域
リーダー養成研修会、初任者研
修、人権教育主任会、生徒指導
主事会等）におけるハンドブッ
クの活用周知、実践の紹介

【事業実績】
人権教育担当者会、志育成学校
活性化事業推進リーダー会、各
校種別生徒指導担当者会、学級
づくりリーダー養成研修、生徒
指導コーディネーター研修、年
次研修等でのハンドブックの活
用に関する研修や実践事例の紹
介等

【事業実績】 【現在の進捗状況】

日々の学級経営実践に生かすため、校
種別の生徒指導主事会連絡協議会や生
徒指導に関するセンター研修時にはハ
ンドブックの持参を求め、ハンドブッ
クを研修資料に活用した演習や活用事
例を解説を行っている。

・Ｑ－Ｕアンケートやより良い人間関
係づくりのスキルを生かした「温かい
学校・学級」の増加
・学級づくりリーダーの効果的活用に
よる教員の学級経営力の向上

【事業実績】
・学級経営支援講座の開催
　7/30　129名
・学級づくり地域リーダー養成
研修会開催
 5/22・8/8・11/4 各17名
・学校訪問支援67回

【事業実績】
・学級づくり地域リーダー養成
研修会開催　5/29・8/4・11/5
16-18名参加
・学級経営支援講座の開催
7/28　117名
・学校訪問支援70回
（H28年1月31日現在）

【事業実績】 【現在の進捗状況】
学級づくりリーダーの活動について
フォローアップを行うとともに、市町
村における学級づくり地域リーダーの
活動を促進しており、今後も継続した
取組を行う必要がある。

　研修満足度を80%以上にする。

【事業実績】
・県立学校人権教育主任連絡協
議会　5/19
・小中学校人権教育主任連絡協
議会
　東部　5/23
　土長南国吾川　5/27
　高岡　5/30
　西部　6/3
・人権教育主任の職務の徹底
と、人権教育推進のためのマネ
ジメント研修を実施

【事業実績】
・県立学校人権教育主任連絡協
議会　5/8
・小中学校人権教育主任連絡協
議会
　東部　5/26
　土長南国吾川　5/29
　高岡　6/1
　西部　6/5
・人権教育主任の職務の徹底
と、人権教育推進のためのマネ
ジメント研修を実施

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・本年度の研修満足度は、小中学校
81.8%、県立学校77.4%であった。
・校種の実態や参加者のニーズに応じ
た研修内容を企画するととともに、今
後も、学校における組織的な人権教育
の推進に向けて、PDCAサイクルに基づ
く組織マネジメント研修の充実を図っ
ていく。

人権教育主
任連絡協議
会（義務・
県立）

　各学校の人権教育主任に人権
教育の基本方針やその職務の徹
底を図るとともに、人権教育推
進上の成果や課題について協議
する。

教育委員会
人権教育課

教職員
学級経営推
進事業

　学校における児童生徒の生活
のベースとなる「学級」の重要
性を全教職員が認識し、「学級
経営ハンドブック」を活用した
組織的な教育活動に取り組み、
児童生徒が安心して過ごせる学
級、学校づくりを推進する。

教育委員会
人権教育課

教職員

■教職員
の資質能
力の向上

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

(■いじめ
の防止)

教職員
学級づくり
リーダー活
用推進事業

　学級経営における指導的役割
を担う「学級づくりリーダー」
を養成・活用することで、学校
の学級風土の改善を図り、いじ
めや不登校等を生じさせない学
級・学校づくりを推進する。
○Ｑ－Ｕアンケート等の効果的
活用の徹底
○学級経営支援講座（年１回）
○学級づくり地域リーダー養成
研修会（年３回）

教育委員会
心の教育セン
ター

Ｑ－Ｕアンケート等の効果的活用 

学級経営支援講座・学級づくり地域リーダー 

養成研修会の開催 

リーダー活用モ

デルの周知・啓

教育センター主催の人権教育主任研修と連動させた 

人権教育推進のためのマネジメント研修の実施 

「学級経営ハンドブック」の積極的な活用 

・学級経営を意識した取組の充実 

「学級経営ハンドブック」の積極的な活用 

・学級経営を意識した取組の充実 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　平成２８年度までに、44名の人権教
育推進リーダーを育成する。

【事業実績】
・10名(小４名、中３名、高３
名)を人権教育推進リーダーに
委嘱
・集合研修会
　5/20、8/5・6、2/23
・授業研究への指導･助言

【事業実績】
・12名(小５名、中４名、高２
名、特支１名)を人権教育推進
リーダーに委嘱
・集合研修会　5/18、7/30・
31、2/22
・フォローアップ研修会
　8/5
・授業研究への指導･助言

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・本年度までに33名の推進リーダーを
育成することができた。
・１年間の研修を終えた後の推進リー
ダーのフォローアップを進める必要が
ある。研究成果を校内だけにとどまら
ず、広く県内に普及するために、情報
発信の場を設定していく。

　生徒指導主事アンケート結果におい
て、①～④の項目に対する肯定群の割
合の平均を80%以上にする。
①組織的生徒指導の実施　②開発的、
予防的生徒指導の実施　③ＰＤＣＡに
よる取組の改善　④小中連携の効果的
な取組の実践

【事業実績】
小学校担当者会（5/9）
中学校主事会（5/20）
小中学校担当者主事会（11月に
3地区で実施)
高等特別支援学校主事会（10月
に4地区で実施）

【事業実績】
小学校担当者会（5/14,15   参
加者227名）
中学校主事会（5/25　149名参
加）
高等学校特別支援学校主事会
（5/28 74名参加）
小中学校担当者主事会（11月に
3地区で実施)
高等特別支援学校主事会（10月
に4地区で実施）

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・Ｈ27年度アンケート結果において、
小中高等学校主事、担当者が①、②、
④の項目で肯定群の割合が、80％以上
となった。
・現在来年度の生徒指導主事・担当者
会の内容、講師選定を検討している。
組織を動かすリーダーとしての生徒指
導主事の育成、開発的な生徒指導の推
進、校種間連携を来年度もテーマとし
て進めていく。

　各学校において、教職員一人一人が
人権教育の重要性を理解している。学
校経営や学級経営、各教科等の実践時
に全教職員が共通理解して組織的に人
権教育を推進している。

【事業実績】
 本年度計画している研修は予
定通り実施できた。

【事業実績】
本年度計画している研修は予定
通り実施できた。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
各学校において作成されたいじめ防止
基本計画の実効性が高まるよう意識付
けていかなければならない。

教職員
教育委員会
人権教育課

人権教育推
進リーダー
育成事業

　人権尊重の視点に立った学校
づくりを推進するため、人権教
育や人権問題についての専門
性・実践力を備えたリーダーを
育成する。（小・中・高・特別
支援学校の教員　11名）

教職員

・各校種、
園・所等の
教職員に義
務付けられ
た基本研修

・任意に受
講する専門
研修

　学校・園・所の教職員（管理
職等・初任者・３年経験者・１
０年経験者・学校事務職員・技
能職員・臨時的任用教員）に対
し、人権や人権問題に対するす
ぐれた感覚を養い、人権教育を
基盤とした学校経営や学級経
営、教科経営等が実施されるよ
う、指導主事等による講義・演
習を行い、指導力の向上を図
る。

教育委員会
教育センター

　各学校に位置付けられている
生徒指導主事（担当者）を中心
として、生徒指導に対する認識
を深め、組織的な生徒指導、開
発的・予防的な生徒指導を実践
する。

教育委員会
人権教育課

子ども
教職員

生徒指導主
事等育成事
業

(■教職員
の資質能
力の向上)

（■いじ
めの防
止）

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

教育センター主催の各校種等に義務付けられた研修や 

任意に受講する研修での人権教育についての研修の開催 

各校種における生徒指導主事会（担当者会）を年２回実施 

11名の人権教育推進リーダーを委

嘱し、研究・研修を行う（小４名、中

４名、県立３名） 

11名の人権教育推進リーダーを委

嘱し、研究・研修を行う（小４名、中

４名、県立３名） 

11名の人権教育推進

リーダーを委嘱し、研

究・研修を行う（小４

名、中４名、県立３
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・高等学校における校内支援体制を充
実させる。
・各高等学校の生徒支援コーディネー
ターの資質を向上させる。

【事業実績】
・生徒支援コーディネーター地
区別研修会の開催
(5/28・6/3・6/4：計68名)
・生徒支援コーディネーター全
体研修会の開催
        (7/14：50名)
・生徒支援コーディネータース
キルアップ研修会の開催
(10/20 18名,
2/24 19名)
重点支援校訪問 延べ 89回

【事業実績】
・生徒支援コーディネーター地
区別研修会の開催
 (5/27・6/2・6/3計59名)
・生徒支援コーディネーター全
体研修会の開催
(8/21：48名)
・生徒支援コーディネータース
キルアップ研修会の開催
(10/13 26名)
・学校訪問支援
延べ69回
（H28年1月31日現在)

【事業実績】 【現在の進捗状況】
重点支援校を中心として、生徒支援
コーディネーター担当者の活動を支援
するとともに、重点支援校への訪問支
援や養成研修での支援を通して校内支
援体制づくりを促進している。
重点支援校を中心とした研修は平成27
年度で終了するため、平成28年度以降
は担当者の教育相談スキルに焦点を当
てた研修を実施し、教育相談のスキル
アップを図る。

・教育相談や人間関係づくりに関する
専門的な知識・技能を要する教員を増
加させる。
・研修満足度90%以上にする。

【事業実績】
・教育相談講座Ⅰ
　　(年４回：参加者51名)
・教育相談講座Ⅱ
　　(年４回：参加者27名)
・教育相談推進講座
  　(7/29：参加者149名)
・保健室における相談活動推進講座
 　(8/22：参加者62名)
・人間関係づくり実践講座Ⅰ
 　(8/7：参加者37名)
・人間関係づくり実践講座Ⅱ
 　(8/20～21：参加者24名)
・生徒指導推進講座
 　(8/19：参加者48名)
・心の教育センター在校研究員連絡
協議会
　(年3回：研究員3名)

【事業実績】
・教育相談講座Ⅰ
(年４回：参加者58名)
・教育相談講座Ⅱ
(年４回：参加者39名)
・教育相談推進講座
(7/31：参加者100名)
・保健室における相談活動推進講座
(7/24：参加者62名)
・人間関係づくり実践講座Ⅰ(7/29：参
加者37名)
・人間関係づくり実践講座Ⅱ(8/17～
18：参加者21名)
・生徒指導推進講座
(8/7：参加者63名)
・心の教育センター在校研究員連絡協
議会
 (年3回：研究員4名)

（H28年1月31日現在)

【事業実績】 【現在の進捗状況】
いずれの研修会も参加者の満足度が高
く、参加者の教育相談や人間関係づく
りについての知識や技能習得を促進し
ている。
今後は、研修会で身に付けた知識や技
能が学校においてどのように活かされ
ているか検証する必要がある。

・すべての小中学校において「校内支
援体制チェックリスト」で平均3.0以
上にする。
※Ｈ２７　高知県教育振興基本計画
重点プラン　校内委員会充実事業

【事業実績】
・各教育事務所による対象校の
校内委員会への特別支援教育
コーディネーター派遣事業の実
施は、Ⅰ期60件、Ⅱ期２件で
あった。

【事業実績】
・校内委員会特別支援教育コー
ディネーター派遣事業の実施Ⅰ
期55件Ⅱ期5件
「校内支援体制チェックリス
ト」小中学校平均3.1（4件法）

【事業実績】 【現在の進捗状況】
各学校の校内支援体制は構築されてき
ている。今後は、校内委員会の更なる
充実が必要である。そのためには、各
学校の取組の共有を図り、コーディ
ネーター同士が地域でつながれる仕組
みが必要である。

教職員

【教育相談や人間関係づくりに
関する専門研修の開催】
 ○教育相談講座Ⅰ・Ⅱ
 ○教育相談推進講座
 ○保健室における相談活動推進
講座
 ○人間関係づくり実践講座Ⅰ・
Ⅱ
 ○生徒指導推進講座
 ○心の教育センター研究員(在
校)制度

教育委員会
心の教育セン
ター

　高等学校における予防的支援
に焦点を当てた校内支援体制づ
くりを進めるため、県内１０校
を重点支援校に指定し、各校の
実態に応じて担当指導主事等が
継続的な訪問指導を行い、生徒
支援コーディネーターのスキル
アップやネットワークづくりを
行う。
　○生徒支援コーディネーター
研修会
(地区別研修会１回・全体研修会
１回)
　○重点支援校担当者スキル
アップ研修会(年２回)

教育委員会
心の教育セン
ター
高等学校課
人権教育課
特別支援教育
課

教職員
心の教育セ
ンター専門
研修

高等学校に
おける生徒
支援コー
ディネー
ター研修

校内委員会
への特別支
援教育地域
コーディ
ネーター派
遣事業

　新任の特別支援教育学校コー
ディネーターが指名された小中
学校について、教育事務所の特
別支援教育地域コーディネー
ターを派遣し、効果的な校内委
員会の進め方について支援を実
施する。

教育委員会
特別支援教育
課

(■教職員
の資質能
力の向上)

（■いじ
めの防
止）

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

教職員

校内委員会への特別支援教育地域コーディネーター派遣事業の実施 

生徒支援コーディネーター研修の実施 

要請訪問支援の継続 

教育相談や人間関係づくりに関する専門研修の開催 

重点支援校（10校）等への訪問支援 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

･すべての小中学校でユニバーサルデ
ザインを視点においた授業を実施す
る。
・小中学校において発達障害の診断、
判断のある子どもの90％で引き継ぎ
シートを活用した引き継ぎを実施す
る。
※Ｈ２７　高知県教育振興基本計画
重点プラン　特別支援教育を柱に据え
た事業

【事業実績】
新任特別支援教育学校コーディ
ネーター研修会でユニバーサル
デザインに基づいた授業つくり
の研修（50名）
モデル地区での夏期合同研修会
の実施(鳶ヶ池地区中学校ブ
ロック74名参加)
モデル地区での研究授業の実施
（全中学校57回）
２中学校区での研究発表会参加
者の合計数（223名）

【事業実績】
・4中学校区における研究発表
の参加者の合計（246名）
・４中学校区における研究授業
の実施（110回/11月末時点）
・年長、小学校６年生、中学校
３年生の保護者を対象に、「引
き継ぎシート」のリーフレット
を配布。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・ユニバーサルデザインに基づく授業
づくりの普及を更に進め、すべての子
どもが「分かる」「できる」授業づく
りの推進を図ることが必要である。
・個別の指導計画、個別の教育支援計
画を活用した、引き継ぎシートの作成
及び校種間をつなぐ仕組みづくりが必
要である。
・教職員及び保護者に対しての、引き
継ぎシートの活用に関しての周知を引
き続き行っていくことが必要である。

・児童生徒の実態把握のための「いじ
めアンケート」が、いじめの早期発
見、早期対応のための手段のひとつと
して定着し、学校の実情に応じた調査
が行われている。

【事業実績】
全小中高特支学校において、い
じめアンケートを年2回以上実
施。（実施状況調査）

【事業実績】
・全小中高特支学校において、
いじめアンケートを年2回以上
実施。（実施状況調査）
・国のいじめ認知件数の再調査
に合わせ、市町村、県立学校に
認知の定義について周知

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・校内でのいじめアンケートの実施を
年2回以上実施することを地教委、学
校に依頼。
・アンケート以外に、子どもの変化に
気付ける日常の手立ての工夫や組織対
応を推進する。

・スクールカウンセラー等の相談活動
により、子どもや保護者が悩みの解決
を図り、充実した学校生活を送ること
ができる。
・スクールカウンセラー等が学校で校
内研修や教職員への相談活動を行うこ
とによって、教職員の子どもへの支援
が効果的に行われ、問題行動等の未然
防止や適切な対応により問題が深刻化
することを防ぐ。

【事業実績】
・スクールカウンセラー（小
113、中107、高13、特支13）
・心の教育アドバイザー（高
24）
・スクールソーシャルワーカー
（市町村25、県立中3）

【事業実績】
・スクールカウンセラー（小
135、中107、高10、特支3）
・心の教育アドバイザー（高
27、特支11））
・スクールソーシャルワーカー
（市町村27、県立中高8、特支
1）
※県単独予算により7市にス
クールソーシャルワーカーを追
加配置

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・スクールカウンセラー、スクール
ソーシャルワーカーの配置を段階的に
拡充することにより相談件数も増加。
・スクールカウンセラーの中高特別支
援学校への配置完了。
・スクールカウンセラー、スクール
ソーシャルワーカーそれぞれの資質向
上の研修のほか、合同研修会を実施
し、連携した支援について協議し実践
につなげた。

子ども
保護者
教職員

・スクール
カウンセ
ラー活用事
業
・心の教育
アドバイ
ザー活用事
業
・スクール
ソーシャル
ワーカー活
用事業
・生徒指導
推進事業

　児童生徒や保護者等のいじめ
をはじめとする人間関係の不安
や悩みに対して、臨床心理や福
祉等に関する専門的な知識・技
能を有する人材（スクールカウ
ンセラーや心の教育アドバイ
ザー、スクールソーシャルワー
カー）を学校に配置、または派
遣し、教育相談体制を充実さ
せ、児童生徒の問題行動等の未
然防止、早期発見、早期対応を
図る。

教育委員会
人権教育課

教職員
子ども

特別支援教
育を柱に据
えた学校づ
くり事業

　発達障害等のある子どもの特
性に応じた指導を充実させるた
めに、「すべての子どもが『わ
かる』『できる』授業づくりガ
イドブック」を活用し、ユニ
バーサルデザインに基づいた授
業づくりを行い、授業の実践力
の向上を図る。また、これまで
行ってきた指導や支援を次の学
校につなぐための「引き継ぎ
シート」の活用を促進し、校種
間をつなぐ取組を充実させる。

いじめアン
ケート

　定期的な「いじめアンケー
ト」による調査の実施と学校の
実情に応じた個別面談、日記や
家庭訪問によりいじめの認知に
努める。

教育委員会
人権教育課

教育委員会
特別支援教育
課

(■教職員
の資質能
力の向上)

（■いじ
めの防
止）

（■学校
が主体と
なって進
める取組
への支
援）

■相談体
制の整
備・充実

■いじめ
の早期発
見

■いじめ
の実態把
握

子ども

特別支援教育学校コーディネーター対象の研修会等の実施 

特別支援教育を柱に据えた学校づくり事業における 

実践研究の実施 

引き継ぎシートの活用促進 

教育相談活動の推進、教職員への研修の実施 

「いじめアンケート」の実施（年間２回以上） 

地域をつなぐ！子どもが伸びる！ユニバーサルデザインによる 

学校はぐくみプロジェクト事業における実践研究の実施 

教育相談活動の推進、教職員への研修の実施 

「いじめアンケート」の実施（年間２回以上） 

特別支援教育を柱に据えた学校づくり事業における 

実践研究の実施 

地域をつなぐ！子どもが伸びる！ユニバーサルデザインによる 

学校はぐくみプロジェクト事業における実践研究の実施 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・児童生徒及び保護者等のニーズに応
じた教育相談活動の実施
・相談担当者のスキルアップ
・適正な訪問支援による学校教育相談
体制の充実

【事業実績】
・来所、出張教育相談
   受理件数274件
　   (延べ1,886件)
・24時間電話相談810件
・Ｅメール相談318件
・ふれんどるーむCoCo利用者
　(延べ243名)
・やまももの会利用者
　(延べ46名)

【事業実績】
・来所、出張教育相談
  受理件数205件
  (延べ1,387件)
・Ｅメール相談127件
・ふれんどるーむCoCo利用者
  (延べ163名)
・やまももの会利用者
  (延べ39名)
（H28年1月31日現在)
・24時間電話相談
   639件
（H27年12月31日現在)

【事業実績】 【現在の進捗状況】
相談の新規受理件数が前年度より減少
しており、当センターの活動について
広報や学校、関係機関との連携の充実
を図るとともに、より専門性の高い相
談機関を目指す。

　各種相談への対応が、迅速かつ適切
に行われている。

【事業実績】
子どもや保護者からの非行相談
への対応が適切に行われてい
る。
　[参考］
児童相談所が受け付けた児童相
談実績
Ｈ25年度 2,647件
（うち非行相談169件）

【事業実績】
子どもや保護者からの非行相談
への対応が適切に行われてい
る。
　[参考］
児童相談所が受け付けた児童相
談実績
Ｈ26年度 2,845件
（うち非行相談167件）

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・いじめに関する相談があった場合に
は、児童相談所または市町村の要保護
児童対策地域協議会において、学校等
関係機関と連携して相談等に対応する
体制はできている。
・いじめに関する相談は少なく、ワン
ストップトータルの支援を担う心の教
育センターとの連携強化を進める。

相談者に対し、早期解決に向かう助言
を行うとともに、生命・身体の安全に
関わる案件については、関係機関と連
携し早期対応していく。

【事業実績】
　9件

【事業実績】
　４件

【事業実績】 【現在の進捗状況】
　相談者に対し、学校を巻き込んだ適
切な対応支援策等具体的な助言を行う
とともに、所轄署と連絡を取り合いな
がら早期対応に努めている。

教育委員会
心の教育セン
ター

警察本部
少年課

子ども
保護者
教職員

心の教育セ
ンター相談
事業

【各種教育相談活動の実施】
　○来所相談
　○２４時間電話相談
　○Ｅメール相談
　○出張教育相談
　○ふれんどるーむＣｏＣｏ
  (児童生徒の交流の場)
　○やまももの会(保護者の交流
の場)

児童相談所
等による相
談対応

　児童相談所及び市町村の要保
護児童対策地域協議会等が、学
校等関係機関と連携を図りつつ
子どもや保護者からの相談等に
対応する。

知事部局
児童家庭課

子ども
保護者

電話相談
　相談専用電話「ヤングテレ
フォン」を通したいじめの早期
発見と早期対応

子ども
保護者

(■相談体
制の整
備・充実)

(■いじめ
の早期発
見)

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

                          相談担当者のスキルアップ 

教育相談活動（来所・電話・Ｅメール・訪問）及び児童生徒 

・保護者の居場所（交流）づくりの実施 

相談担当者のスキルアップ 

学校等関係機関と連携強化を図りながら、 

子どもや保護者からの相談等への適切な対応 

学校等関係機関と連携強化を図りながら、 

子どもや保護者からの相談等への適切な対応 

学校等関係機関と連携強化を図りながら、 

子どもや保護者からの相談等への適切な対応 

学校等関係機関と連携強化を図りながら、 

子どもや保護者からの相談等への適切な対応 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　緊急事案に対応できる学校の組織体
制が確立している。

【事業実績】
・派遣回数28回、180時間

【事業実績】
・派遣回数13回、67時間

【事業実績】 【現在の進捗状況】

・1月末時点でいじめに関連する派遣
は1回。
・緊急学校支援チームの臨床心理士を
派遣する場合は、次期委員候補の臨床
心理士を同行させ、学校への支援の入
り方、助言の仕方等、を学べる機会を
設定する。
・学校が抱える問題に合わせて、派遣
する委員をコーディネートしている。

　発達障害による二次障害的な非行を
抑制し、非行総量（特に暴力事案）の
減少を目指す。

【事業実績】
　継続的な被害者支援３名

【事業実績】
・継続的な被害者支援２名
・支援担当者のスキルアップ研
修２回

【事業実績】 【現在の進捗状況】
　支援担当者に対する研修会を開催す
るとともに、他機関が主催する研修会
等へも積極的に参加案内を行い、スキ
ルアップを図っている。

・ＰＴＡ研修等への講師派遣
・情報モラル教育実践事例集の作
成、配付
・非行対策ネットワーク会議

　平成２７年に実施する「子どもたち
の携帯電話・スマートフォン等の利用
実態調査」において、フィルタリング
の設定や携帯電話等利用に関する親子
のルールづくりの項目において、平成
２４年の調査結果を上回る。

【事業実績】
・ＰＴＡ研修への講師派遣　17
回
・事例集の作成に向けた編集委
員会（4回）
5/21,6/12,7/17,9/18
・非行対策ネットワーク会議
11/26

【事業実績】
・ＰＴＡ研修等への講師派遣
44回
・「ネット問題」を子どもと大
人で考える県民フォーラム
10/25　約350名参加
・フォーラムでのアピールを受
けて、家庭でネット利用のルー
ルづくりを進めるための啓発
リーフレットの作成・配布
・人権教育主任連絡協議会や指
導事務担当者会等で、情報モラ
ル教育実践事例集の具体的な活
用について周知。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・「ネット問題」を子どもと大人で考
える県民フォーラムでのアピールを受
けて、各学校やＰＴＡ、家庭で、ネッ
ト問題についての具体的な取組を進め
る必要がある。特に、ネット利用に関
するルールづくりの取組をどのように
進めていくかが課題である。

・本年度は全公立学校を対象
・中・高は毎月検索
・小・特支校は年間４回検索

　ネットいじめ等の早期発見・早期対
応により、ネットいじめ等の解消率が
上がる。
　予防的な効果も期待されることか
ら、児童生徒のネットトラブルに巻き
込まれる数が減少する。

警察本部
少年課

子ども
教職員
保護者

子ども
保護者
教職員

いじめ問題
等の解決に
向けた外部
専門家活用
事業

子ども
教職員

　ネット上のトラブルから子ど
もたちを守るために、啓発用
リーフレットを作成・配付し、
それを活用したＰＴＡ研修の実
施や学校の情報モラル教育を推
進することを通して、家庭での
ルールづくりの推進や児童生徒
のネットマナーの向上を図る。

教育委員会
人権教育課

子ども
保護者
教職員

被害少年対
策加害少年
対策

○被害をうけた少年やその保護
者の精神的なダメージの軽減
・カウンセリングアドバイザー
による被害少年のカウンセリン
グ
・被害少年に対する居場所事業
（トークルーム道草・学習支
援・カウンセリング等）
○加害少年に対する立ち直り支
援

　専門家（弁護士１名、臨床心
理士３名、退職警察官１名、退
職教員３名）と県教育委員会事
務局職員による緊急学校支援
チームを組織し、公立学校にお
いて、児童生徒の生命に関わる
事案や学校が対応に苦慮してい
る事案に対して学校へ派遣し、
改善に向けた具体的な対応等に
ついて、専門的な見地から助言
を行う。

教育委員会
人権教育課

学校ネット
パトロール

　児童生徒が学校非公式サイト
やプロフ、ブログなどに誹謗中
傷の書き込み等が行われるネッ
ト上のいじめ等に巻き込まれて
いないか監視を行い、早期発
見・早期対応につなげる。

教育委員会
人権教育課

親子で考え
るネットマ
ナーアップ
事業

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

■ネット
上のいじ
めへの対
応

■いじめ
への対処

■緊急学
校支援
チーム等
の派遣

被害少年に対する居場所事業や加害少年に対する 

立ち直り支援事業の充実 

緊急時における学校、関係児童生徒・保護者等への支援 

児童生徒への情報モラル教育と保護者に対する 

啓発活動の推進・強化 

学校非公式サイトやプロフ、ブログ、ＳＮＳなどの定期検索、 

リスクが高い事案は24時間継続監視 

緊急時における学校、関係児童生徒・保護者等への支援 緊急時における学校、関係児童生徒・保護者等への支援 緊急時における学校、関係児童生徒・保護者等への支援 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

【事業実績】
・６月より検索を開始。
・公立学校全校を対象に、これ
まで中・高は毎月検索、小・特
別支援は２回検索済み
・委託業者との打合せ会
10/29

【事業実績】
・５月より検索を開始。
・委託業者との打合せ会
5/14、10/27

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・リスクレベルの高い事案について
は、地教委や学校と早急に連絡を取
り、事案の沈静化を図っている。今後
も取組を継続していく。

　教職員の情報モラルに関する認識が
高まり、授業にＩＣＴを効果的に取り
入れている。

【事業実績】
本年度計画している研修は予定
通り実施できた。

【事業実績】
本年度計画している研修は予定
通り実施できた。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
子どもの現状に伴い、教師がその実態
や影響に係る最新の情報を入手するよ
う努め、それに基づいた適切な指導に
配慮することができるようにしなけれ
ばならない。

　日々進化するＩＴ関連の情報を取り
入れながら授業や講演を行う。
さらに受講者がいじめを含むトラブル
解決のためのキーパーソンになること
を目指す。

【事業実績】
　出前授業・講演
　　小学校33回
　　中学校44回
　　高校15回
　　その他34回
　　　　計126回

【事業実績】
　出前授業・講演
　　　小学校　59回
　　　中学校　49回
　　　高　校　16回
　　　その他　30回
           計154回

【事業実績】 【現在の進捗状況】
　ＳＮＳや動画投稿サイト等に起因す
るトラブルが見られることから、引き
続き、
○　相談受理時における適切な対応・
助言と事件性のある場合の管轄署での
対応
○　ネット関連教室開催時における
ネットマナーの普及
等を図っていく。

警察本部
少年課

子ども
保護者
教職員

防犯教室
相談

○ネット利用に起因するいじめ
に関する出前授業、講演の実施
○ネット利用に起因するいじめ
トラブル対応への助言指導

子ども
教職員

教職員 初任者研修

効果的にＩＣＴを使用するため
に配慮すべきこと、個人情報等
の取扱い方、情報を取り扱う際
のルールやマナーなどについて
の研修を行い、教職員の人権感
覚を養う。

教育委員会
教育センター

学校ネット
パトロール

　児童生徒が学校非公式サイト
やプロフ、ブログなどに誹謗中
傷の書き込み等が行われるネッ
ト上のいじめ等に巻き込まれて
いないか監視を行い、早期発
見・早期対応につなげる。

教育委員会
人権教育課

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

■ネット
上のいじ
めへの対
応

(■いじめ
への対処)

（■ネッ
ト上のい
じめへの
対応）

■いじめ
への対処

教育センター主催 初任者研修授業基礎研修Ⅴ 

「教育の情報化」「授業改善のためのＩＣＴの活用」の開催 

児童生徒・保護者・関係者に対する啓発 

教育センター主催 初任者研修授業基礎研修Ⅴ 

「教育の情報化」「授業改善のためのＩＣＴの活用」の開催 

教育センター主催 初任者研修授業基礎研修Ⅴ 

「教育の情報化」「授業改善のためのＩＣＴの活用」の開催 

教育センター主催 初任者研修授業基礎研修Ⅴ 

「教育の情報化」「授業改善のためのＩＣＴの活用」の開催 
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